
恵庭市まちづくり基本条例の見直し検討に向けた進め方について 

◎はじめに 

 平成 26 年 1月 1日施行の恵庭市まちづくり基本条例については、施行から 5年を経過し

ない期間ごとに、この条例が社会情勢に適合しているか検討を行い、その結果に基づき必要

な見直しを行うものとしている（条例第 30条第 1項）。 

また、この見直し検討に当たっては、市民が参画する委員会を設置し市民の意見を聴くこ

ととしており（条例第 30条第 2項）、平成 30 年には、市民検討委員会を設置し検討を行い、

次期の検討時期は、令和 5年 12 月 31 日までに実施することとなっている。 

１．検討体制 

 市民が参画する「市民検討委員会」の検討結果（意見）を踏まえて、最終的に、見直しの

対応方策を市の「庁内推進委員会」において検討する。 

●有識者・制定時及び前回検討時

委員・市民活動団体推薦・

公募市民・市職員で構成

●市民の視点から条例の適合状況、

運用面の適正化等を検討

●市へ検討結果を報告

市民検討委員会 

●副市長・教育長・部長職で構成

●市民検討委員会の意見を踏まえた

対応方策について検討

●（条例改正案の検討）

●広報誌、ホームページ等による

情報共有

●市民意見交換会の実施

●パブリックコメントによる意見

提出 ●進捗状況等への意見

●（条例改正案の審議・議決）

庁内推進委員会 
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２． 市民検討委員会検討体制  

区分 平成 30 年 

検討委員会 

令和５年検討 

委員会 

条例制定及び前回検討時の委員 ５名 １程度

市民活動団体（推薦） － ３名

公募委員 ２名 ３名 

市職員（若手職員を想定） ３名 ３名 

学識経験者 １名 １名（委員長を想定）

（注）平成 30年の「学識経験者」は横山純一氏（企画専門委員として２回出席）

※任期：令和５年２月～検討結果を市長に報告した日まで（９月頃予定）

※市民検討委員会は、『恵庭市附属機関等の設置等に関する取扱要綱』第２条第２項の

規定に基づく協議会等に位置付け。

   現行の『恵庭市まちづくり基本条例市民検討委員会設置要綱』に基づき、報償費（

日額 6,000 円）、交通費支給予定。（市職員以外） 

３．庁内検討委員会の開催予定 

・第１回（令和５年１月） 基本条例検討スケジュールの説明・進め方の協議

  ・第２回（令和５年５月） 市民検討委員会の進捗報告 ⇒６月議会で進捗報告 

  ・第３回（令和５年９月） 市民検討委員会検討結果を受けて今後の方針検討 

（あわせて条例改正案の検討） 

４．まちづくり基本条例の検討スケジュール（令和４～５年） 
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